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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 38,947 △2.4 420 △60.6 554 △54.0 △414 ―
20年3月期 39,904 1.7 1,066 51.7 1,205 34.8 482 △15.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △19.38 ― △3.0 1.8 1.1
20年3月期 22.55 ― 3.3 3.9 2.7

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  △2百万円 20年3月期  △1百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 29,234 14,076 46.1 630.06
20年3月期 30,837 15,129 47.0 677.39

（参考） 自己資本   21年3月期  13,471百万円 20年3月期  14,502百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 1,196 △2,101 △6 2,196
20年3月期 2,007 △2,020 83 3,107

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― ― ― 5.00 5.00 107 22.2 0.7
21年3月期 ― ― ― 5.00 5.00 106 ― 0.8
22年3月期 

（予想） ― ― ― 5.00 5.00 17.0

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

19,000 △2.5 145 17.8 172 △12.6 425 ― 19.87

通期 38,300 △1.7 600 42.8 700 26.3 630 ― 29.46
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注） 詳細は、24ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注） １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、33ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 21,753,993株 20年3月期 21,753,993株
② 期末自己株式数 21年3月期  372,904株 20年3月期  344,265株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 417 △12.2 102 △48.1 162 △35.5 117 △50.5
20年3月期 475 △96.4 198 ― 251 46.8 237 △0.8

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

21年3月期 5.50 ―
20年3月期 11.11 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 10,253 8,520 83.1 398.51
20年3月期 10,571 8,733 82.6 407.93

（参考） 自己資本 21年3月期  8,520百万円 20年3月期  8,733百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、
「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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当連結会計年度におけるわが国経済は、年度前半にはサブプライムローン問題に端を発した世界的な

金融危機や、原油を始めとする原材料価格の高騰などにより、景気は緩やかな後退局面にありました。

しかし、年度後半には、米国金融機関の破綻を契機に株価の下落や急激な為替の変動による景気失速の

影響を受け、企業収益の減少や雇用情勢の悪化など、実態経済に先行き不透明感が増大するなか、景気

は悪化傾向を強めながら推移いたしました。 

 当社グループの主要な事業であります物流業界におきましては、上半期に高騰し続けていた軽油価格

が、下半期には景気後退懸念による需要減も相俟って急速に値下がりしましたが、個人消費の低迷や企

業収益の悪化に伴う設備投資の落ち込みなどにより、国内貨物輸送量が大幅に減少したことや、少ない

物量を確保するために同業者間の貨物獲得競争がますます激しくなるなど、これまで経験したことのな

い大変厳しい経営環境となりました。 

 このような環境の中で、当社グループは、純粋持株会社であります「株式会社エスライン」をグルー

プ経営と運営の中心とし、23の事業会社各社が、それぞれの得意とする業務分野で機動力を発揮しなが

ら、「お客様が一番」の価値観のもと、お客様が求められるニーズに的確にお応えし、地域に密着した

輸送およびその周辺業務の取り込みに向けて、積極的に提案営業を展開し、グループ全体の業績確保と

企業価値の向上に取り組んでまいりました。 

この結果、当連結会計年度の業績は、営業収益389億47百万円（前期比2.4％減）、営業利益４億20百

万円（前期比60.6％減）、経常利益５億54百万円（前期比54.0％減）、当期純損失４億14百万円（前期

は４億82百万円の当期純利益）となりました。 

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

 ①当連結会計年度の経営成績
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事業の種類別セグメントの業績は、次の通りであります。 

  

［物流関連事業］ 

 物流関連事業の主な事業収益は、貨物自動車運送事業、倉庫業、自動車整備事業、情報処理サービス

業、損害保険代理業などであります。 

 貨物自動車運送事業のうち、主力であります特別積合せ部門では、当社グループが得意とする東海

道・山陽道・九州一円に施設・車両・人員といった経営資源を集中し、機動力のある集配網と路線網を

活かして、前期から取り組んでおります、ベンダーから量販店のセンターや店舗への納品まで行う一貫

納品物流システムの物量拡大を積極的に行うなど、当社グループは、特別積合せ事業に関わる経営資源

を３ＰＬ事業と有機的に結合させ、「小口商業貨物」の拡大を図ることにより、集配送効率の改善にも

努めてまいりました。 

 また、増収策の一環としては、一般商業貨物の運賃水準の見直しを推し進め、下半期からは、軽油価

格高騰に伴う燃料サーチャージ（燃料特別付加運賃）の収受に向け、積極的に取り組んでまいりまし

た。しかしながら急激な景気悪化に伴う国内貨物輸送量の減少により、業者間での貨物獲得競争が激化

し、減収分やコストアップに見合うだけの改善には至りませんでした。 

 このような状況のもと、エスラインギフでは名古屋エリア所在の２つの営業拠点（名古屋支店と上園

支店）を統合して、集配および運行効率の改善を図ってまいりました。 

 また、施設の有効利用を図るために、支店内の施設で商品を一時保管したのち、地域別に配送を行っ

たり、通常の集配作業の中に、現在当社グループが最も力を入れて取り組み拡大を図っている家電配送

業務を組み込むなど、特別積合せ以外の他分野の物流業務も取り入れ、付加価値を付けた物流サービス

の提供に努めてまいりました。 

 さらに、当社グループをあげて、燃費改善率を評価する「エコドライブコンテスト」の実施や、車両

へのデジタルタコグラフの装着率を高め、ドライバーへ運転操作の個別指導を実施するなどして、省エ

ネ運転と安全運転の両面でコスト削減に努めてまいりました。 

 専門輸送分野におきましては、大手量販店様のベンダー集荷からセンター間輸送・店舗配送までの一

貫した輸送業務や、コンビニエンスストアの地域ルート配送業務等の物流システムを展開をしておりま

すが、お客様の環境の変化に対応しながら、的確な物流サービスのご提供と一層の輸送品質向上に取り

組んでまいりました。 

 また、家電や大型家具の保管・配送・設置業務に関しましては、当社グループ各社が有形無形の財産

（施設・土地・経験・ノウハウ・情報力）を活かしてご提供している高度な輸送サービスに対して高い

評価を頂き、商品の取扱量および取扱い地区の拡大を図ることが出来ました。 

 倉庫部門におきましては、荷主様の要望に応えて、商品の調達から加工、配送に至るまでの一貫した

物流システムを、当社グループ内の保管施設、輸送網並びに情報システムを最大限に活かしてご提供す

ることにより、グループ全体の営業拡大に努めてまいりました。 

 この結果、物流関連事業の営業収益は383億30百万円（前期比2.6％減）となりました。 

㈱エスライン　（９０７８）　平成21年３月期決算短信
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［不動産関連事業］ 

 不動産関連事業につきましては、エスラインギフの施設の狭隘になったなどの理由によって、代替措

置を図った跡地の遊休資産を有効活用する目的で外部に賃貸しております。当期は、名古屋支店と上園

支店の業務統合を行い、上園支店（名古屋市中区丸ノ内）跡地を外部賃貸するための準備を進め、平成

21年３月に同土地の「事業用定期借地権設定契約」を締結いたしました。 

 また、グループ各社におきましても、資産の有効活用を図るために賃貸事業を営んでおります。 

 この結果、不動産関連事業の営業収益は３億15百万円（前期比42.5％増）となりました。 

  

［その他事業］ 

 主に、旅客自動車運送事業を営んでおります。岐阜地区の高校や大学の通学バス、自治体のコミュニ

ティバス、地元企業の社員通勤バスなどの定期運行に加えて、冠婚葬祭時の送迎や学校の長期休暇時に

は、サークル活動や地域グループの行楽の移動手段として、安全と安心を第一に、地域に密着した運行

を行ってまいりました。 

 この結果、その他事業の営業収益は３億円（前期比5.7％減）となりました。 

  

今後の見通しにつきましては、昨年来の急激な景気後退を受けて、日本国内の貨物輸送量は引き続き

前年を下回る見込みであり、一層厳しい経営環境が予測されます。 

 このような状況のもと、当社グループの主力である特別積合せ事業におきましては、グループ各社の

集配網と路線網の総合力を活かした物流システムの拡大と、事業拠点ごとに、新たな物流分野を取り込

んだ輸送サービスの開拓による業務領域の拡大に取り組むとともに、各エリア内での集配ルートや幹線

輸送ルートの見直しを行い、輸送効率を高めることにより、掛かる輸送コストを削減し、収益性を高め

ることに努力してまいります。 

 また、専門輸送や保管業務の分野におきましても、グループ各社が得意とする担当分野で培ってきた

物流ノウハウをグループ全体で共有して、より質の高い物流サービスのご提供を行い業績の向上を図る

など、エスライングループの総力を結集して、地域に密着した営業展開を図りながら、事業領域の拡大

や新規お客様の獲得に積極的に取り組んでまいります。 

通期の連結業績としましては、営業収益383億円（前期比1.7％減）、営業利益６億円（前期比42.8％

増）、経常利益７億円（前期比26.3％増）、当期純利益は６億30百万円を予想しております。 

  

 ②次期の見通し

㈱エスライン　（９０７８）　平成21年３月期決算短信
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当連結会計年度末の連結資産合計は292億34百万円（前連結会計年度末308億37百万円）となり、前連

結会計年度末比16億３百万円減少いたしました。この主な要因は現金預金と株式市場低迷に伴う投資有

価証券の減少によるものであります。 

 また、連結負債合計は151億57百万円（前連結会計年度末157億８百万円）となり、前連結会計年度末

比５億50百万円減少いたしました。この主な要因は営業未払金と未払法人税等の減少であります。 

 連結純資産合計は140億76百万円（前連結会計年度末151億29百万円）となり、前連結会計年度末比10

億52百万円減少しております。この主な要因は利益剰余金と評価・換算差額等の減少によるものであり

ます。 

現金及び現金同等物は、前年度末より９億11百万円資金が減少し、当年度末の資金は21億96百万円と

なりました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは11億96百万円となり前年と比較して８億10百万円収入が減少し

ております。この主な要因は、税金等調整前当期利益の減少と法人税等の支払いによるものでありま

す。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは21億１百万円となり前年と比較して80百万円支出が増加してお

ります。この主な要因は、有形固定資産の取得による支出が増加したことによるものであります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは６百万円の支出となり前年と比較して90百万円支出が増加して

おります。この主な要因は、有利子負債の返済による支出であります。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

・各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

・株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

・営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。 

・有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を払っている負債を対象としております。 

・利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  

(2) 財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

 ②キャッシュ・フローの状況

平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

自己資本比率（％） ４９．８ ４５．４ ４７．７ ４７．０ ４６．１

時価ベースの自己資本比率
（％）

１８．４ ２３．８ １９．５ １６．３ １１．９

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

２．５ ２．４ ２．１ １．８ ３．１

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

４６．３ ４３．１ ４３．１ ５０．２ ２７．９
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剰余金の処分につきましては、経営体質の強化と今後の事業展開を勘案し、内部留保にも意を用いる

とともに、今後の当社グループを取り巻く経営環境や業績見通しなどを総合的に勘案し剰余金の配当を

行うことを基本方針としております。 

 当期の利益配当につきましては、当社を取り巻く環境が依然として厳しい状況ではありますが、当期

の業績見込みなどを総合的に勘案して、１株につき５円の配当を予定しております。また、次期の配当

につきましても、基本方針に基づき、連結の当期純利益を基準に決定させていただく予定です。 

  

当社グループには、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のものがありま

す。 

①特有の法的規制について 

 当社グループは一般道路を利用したトラックによる営業活動をおこなっております。運転には安全

面への配慮を最優先しておりますが、重大事故を発生させた場合には、行政上の処罰、社会的信用の

失墜を受け、グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、近年環境問題への関心が高まる中、環境対策車の導入、エコドライブの推進等、環境対策を

自主的に推進していますが、想定を上回る環境規制が実施された場合、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

 この他に、貨物自動車運送事業法その他の関係法令等が社会的情勢の変化に対応して、改正がおこ

なわれた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

②燃料価格等のコストアップについて 

 当社グループの事業にはディーゼルエンジン車を多量に使用しており、省エネ運転と価格変動リス

クに対応するためデリバティブ取引を利用してリスクヘッジを一部行っていますが、原油価格の変動

により軽油価格が大幅に高騰した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

③情報処理関連固有リスクについて 

 当社グループの情報管理につきましては、非常時対策などに取り組んでいますが、プログラム上の

瑕疵が存在した場合、想定以上の災害の発生、コンピュータウイルスへの感染や外部からの不正侵入

等により、情報漏洩、情報の消失等が発生した場合には当社グループの業務の運営に支障を生じ、当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク
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 事業の内容 

連結財務諸表提出会社（以下当社という。）の企業グループは、子会社24社で構成し、その事業内容の

主たるものは物流関連事業であり、各社がそれぞれの区域と分野を分担しながら有機的に結合し、相互に

協力して事業活動を展開しております。 

 この事業内容を示せば概ね次のとおりであり、連結子会社のうち21社は貨物自動車運送事業を主力とし

ております。 

 また、㈱エストピアは損害保険代理業を㈱宅配百十番商事は産地直送品の販売と各専門分野においてそ

れぞれの事業区域で当社グループの事業を補完しております。 

 当社グループの主な事業に係わる位置付け、および事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであ

ります。 

エスライングループの基盤とする事業として、特別積合せに係る運行を㈱エスラインギフ、㈱エス

ライン九州、㈱エスラインヒダおよび他の連結子会社４社が営み、その主要な運行系統は札幌から鹿

児島までの主要都市を結ぶ幹線道路を軸としております。 

 また、上記の連結子会社ならびに㈱スリーエス物流と他の連結子会社13社は、特別積合せ以外の一

般貨物自動車運送事業を営んでおります。 

・倉庫業 

寄託を受けた貨物について物流の一環として倉庫事業を、㈱エスラインギフが岐阜県および静岡県

ならびに神奈川県で営み、㈱エスライン羽島、㈱エスラインミノが岐阜県で営んでおります。 

・自動車整備事業 

㈱エスラインギフは自動車整備工場（運輸局指定工場）を活かして、自動車の整備を岐阜県および

大阪府ならびに千葉県において営んでおります。 

㈱エスラインギフは情報処理システムを利用して、物流関連の付加価値通信サービスやソフトウエ

アの開発事業等を営んでおります。 

㈱エスラインギフ、㈱エスライン九州および他の連結子会社６社ならびに㈱エストピアは取扱貨物

等の損害保険代理業を営んでおります。 

・その他 

㈱宅配百十番商事は㈱エスラインギフの物流ネットワークを利用して、産地直送品の販売を営んで

おります。 

 また、㈱エスラインギフ、㈱エスライン九州および他の連結子会社７社は、事業所等の一部の賃貸

（不動産賃貸事業を除く。）を行っております。 

㈱エスラインギフおよび一部連結子会社はグループ外を対象とした不動産賃貸事業を営んでおりま

す。 

㈱エスラインギフは旅客自動車運送事業を営んでおります。 

2. 企業集団の状況

(1)物流関連事業

 ・貨物自動車運送事業

 ・情報処理サービス業

 ・損害保険代理業

(2)不動産関連事業

(3)その他事業
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事業内容の事業の系統図は概ね次のとおりであります。 

  

 

㈱中部オペレーションは休眠会社であります。 
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当社グループは、創設以来 

 
を、経営の基本理念として掲げ、株主様をはじめ取引先様、社員・地域社会等ステークホルダーとの

深い信頼関係に基づき、着実にかつ一貫して物流サービスの提供を事業としてまいりました。 

 持株会社の下、当社グループは引き続き、創業の精神を受け継ぎ、『お客様が一番』の価値観を共有

し、地域に密着した輸送およびその関連業務の取り込みに向け、積極的に提案営業を展開し、事業会社

各社がそれぞれの業務分野を分担しながら有機的に連携することにより、一層の企業価値の安定的な向

上に向けて注力してまいります。 

  

当社グループは、次の経営指標を重要な目標値として取り組んでおりますが、グループを取り巻く、

経営環境は依然として厳しい状況下にあるため、現在値を維持することを目標にしております。 

 
  

お客様が今、何を求められているのかを常に考え、スピード、サービス、セーフティをモットーに、

創意と熱意をもって新輸送商品の開発に努め、過去に蓄積したグループ各社の有形無形の財産（施設・

土地・経験・ノウハウ・情報力）を共有しながら有効に活用して、高度な輸送サービスを提供してまい

ります。そのために当社はグループ体制の更なる発展と結束力の強化、各事業会社の迅速な意思決定と

環境変化に伴う機動的かつ柔軟な対応、戦略的かつ明確な経営体制の整備と収益力の向上を図るため

に、純粋持株会社体制のもと、更に強化をすすめてまいります。 

貨物自動車運送事業（特別積合せ）における当社グループの営業区域は、東海道・山陽道・九州一円

に特定し、各エリア内で以下の３施策を積極的に展開してまいります。 

 イ) 幹線輸送網と集配網の充実 

 ロ) 地域に密着した輸送およびその関連物流業務の取り込み 

 ハ) 施設・車・人を専門輸送業務と有機的に結合させた「小口商業貨物」の拡大 

 その他の地区は35年以上の長きにわたって業務提携を継続しているエスライン日本各社との連携を主

力として全国的な輸送サービスを提供してまいります。 

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

「和」 社是「和」のもと、労使一体の全員経営により輸送の使命を果たしてみん
なの幸せを追求する。

「法の精神」 国内の法または関係法令およびその精神を遵守し、オープンでフェアーな
企業活動を通じて社会から信頼される企業を目指す。

 「社会貢献」  地域に密着した企業活動を通じて、経済・社会の発展に貢献する。

「環境と顧客優先」 環境に配慮した物流企画の提案と輸送品質の向上に努め、お客様に満足し
て頂ける物流を提供する。

「全員参加」 全社員が職務に応じて企業の運営を分担する全員経営により、対話と活力
に満ちた企業風土をつくる。

(2) 目標とする経営指標

 自己資本当期純利益率  ４．５％以上

 総資産経常利益率  ４．０％以上

 売上高経常利益率  ３．５％以上

(3) 中長期的な会社の経営戦略

①組織の改革と強化

②事業展開
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また、専門輸送分野では、お客様の物流ニーズを深く掘り下げ、グループ各社が今までに培った保

管・梱包・物流加工・輸配送など輸送関連の総ての技術やノウハウを活かした、「大手量販店のベンダ

ー集荷からセンター間、店舗までの一貫配送業務」「ドラッグストアやコンビニエンスストアのルート

配送業務」「家電や大型家具の保管・配送・設置業務」などを、更にレベルアップさせるとともに、物

流情報システムを加えた総合的な物流サービスを、地域密着と『お客様が一番』の価値観のもとで、お

客様と一体となって、個々の業態に最適な物流システムをご提供するなど、きめ細かく質の高い総合物

流サービスを実践してまいります。 

 当社グループは、幹線ネットワークを持った㈱エスラインギフと地域に密着した20社の連携により、

輸送事業とその関連周辺分野を中心とした事業領域で機動的かつ柔軟に総合力を発揮し、エスライング

ループ全体の利益体質を高め企業価値の向上につなげることにより、株主の皆様のご期待に応えられる

ワンランク上の総合物流企業を目指して推進してまいります。 

  

当社グループは「環境問題」への対応を重要課題と捉え、車両代替時に規制適合車両、天然ガス車の

導入を図ると共に、省エネ運転の指導・実践に力を入れ、排出ガスの抑制、省エネルギー化に取り組ん

でいきます。 

 また、一部の子会社は、環境管理の国際規格ＩＳＯ１４００１を認証取得し、この活動方針に従っ

て、 

 １．排出ガスの抑制 

 ２．省エネルギー化 

 ３．廃棄物の削減と資源のリサイクル促進 

 ４．環境に配慮した資材購入など                  に努めてまいります。 

  

(4) 会社の対処すべき課題
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４.【連結財務諸表】 
(1)【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,398 2,413

受取手形 632 544

営業未収入金 4,679 4,407

有価証券 2 5

たな卸資産 62 －

貯蔵品 － 55

繰延税金資産 302 45

その他 761 541

貸倒引当金 △23 △18

流動資産合計 9,814 7,996

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,089 5,753

機械装置及び運搬具（純額） 1,856 2,308

土地 9,593 10,240

リース資産（純額） － 148

建設仮勘定 78 －

その他 98 98

有形固定資産合計 17,716 18,550

無形固定資産   

施設利用権 80 155

無形固定資産合計 80 155

投資その他の資産   

投資有価証券 1,654 1,217

差入保証金 1,043 991

繰延税金資産 125 170

その他 452 190

貸倒引当金 △50 △37

投資その他の資産合計 3,225 2,532

固定資産合計 21,023 21,238

資産合計 30,837 29,234
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 411 392

営業未払金 3,795 3,437

短期借入金 1,330 1,990

1年内返済予定の長期借入金 824 1,118

1年内償還予定の転換社債 520 10

リース債務 － 32

未払法人税等 458 112

未払消費税等 122 153

未払費用 92 72

繰延税金負債 18 18

賞与引当金 302 207

役員賞与引当金 13 10

設備関係支払手形 302 365

その他 730 596

流動負債合計 8,922 8,518

固定負債   

社債 10 －

長期借入金 934 628

リース債務 － 123

繰延税金負債 2,262 2,035

退職給付引当金 2,912 2,924

役員退職慰労引当金 188 184

負ののれん 172 159

その他 306 581

固定負債合計 6,786 6,639

負債合計 15,708 15,157

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,938 1,938

資本剰余金 2,812 2,812

利益剰余金 9,193 8,671

自己株式 △71 △76

株主資本合計 13,873 13,346

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 354 67

繰延ヘッジ損益 275 57

評価・換算差額等合計 629 124

少数株主持分 626 605

純資産合計 15,129 14,076

負債純資産合計 30,837 29,234
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(2)【連結損益計算書】 
(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業収益 39,904 38,947

営業原価 37,372 36,977

営業総利益 2,532 1,969

販売費及び一般管理費 1,465 1,549

営業利益 1,066 420

営業外収益   

受取利息 4 3

受取配当金 27 27

受取賃貸料 51 42

負ののれん償却額 26 41

その他 82 82

営業外収益合計 192 197

営業外費用   

支払利息 38 41

持分法による投資損失 1 2

売上割引 5 5

債権売却損 7 8

その他 1 4

営業外費用合計 54 63

経常利益 1,205 554

特別利益   

前期損益修正益 6 17

固定資産売却益 28 65

補助金 6 17

その他 0 19

特別利益合計 41 120

特別損失   

固定資産除売却損 19 70

減損損失 86 409

投資有価証券評価損 10 30

その他 0 2

特別損失合計 117 512

税金等調整前当期純利益 1,128 161

法人税、住民税及び事業税 596 342

法人税等調整額 9 280

法人税等還付税額 － △73

法人税等合計 606 549

少数株主利益 39 26

当期純利益又は当期純損失（△） 482 △414
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 
(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,938 1,938

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,938 1,938

資本剰余金   

前期末残高 2,812 2,812

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,812 2,812

利益剰余金   

前期末残高 8,817 9,193

剰余金の配当 △107 △107

当期純利益 482 △414

当期変動額合計 375 △521

当期末残高 9,193 8,671

自己株式   

前期末残高 △68 △71

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △4

当期変動額合計 △2 △4

当期末残高 △71 △76

株主資本合計   

前期末残高 13,500 13,873

当期変動額   

剰余金の配当 △107 △107

当期純利益 482 △414

自己株式の取得 △2 △4

当期変動額合計 373 △526

当期末残高 13,873 13,346
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 681 354

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △327 △286

当期変動額合計 △327 △286

当期末残高 354 67

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 254 275

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 20 △217

当期変動額合計 20 △217

当期末残高 275 57

評価・換算差額等合計   

前期末残高 936 629

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △307 △504

当期変動額合計 △307 △504

当期末残高 629 124

少数株主持分   

前期末残高 792 626

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △166 △21

当期変動額合計 △166 △21

当期末残高 626 605

純資産合計   

前期末残高 15,229 15,129

当期変動額   

剰余金の配当 △107 △107

当期純利益 482 △414

自己株式の取得 △2 △4

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △473 △525

当期変動額合計 △99 △1,052

当期末残高 15,129 14,076
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 
(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,128 161

減価償却費 1,081 1,352

減損損失 86 409

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8 △17

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1 12

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △22 △3

賞与引当金の増減額（△は減少） 16 △95

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 6 △2

受取利息及び受取配当金 △31 △31

支払利息 38 41

持分法による投資損益（△は益） 1 2

有形固定資産除売却損益（△は益） △18 △63

有形固定資産除却損 10 68

営業債権の増減額（△は増加） 241 372

たな卸資産の増減額（△は増加） △10 6

営業債務の増減額（△は減少） △80 △377

その他 △147 122

小計 2,306 1,958

利息及び配当金の受取額 33 34

利息の支払額 △39 △42

法人税等の還付額 48 41

法人税等の支払額 △339 △794

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,007 1,196

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 163 170

定期預金の預入による支出 △145 △98

投資有価証券の取得による支出 △18 △8

投資有価証券の償還による収入 21 2

関係会社株式の取得による支出 △19 △19

有形固定資産の売却による収入 52 119

有形固定資産の取得による支出 △2,115 △2,240

無形固定資産の取得による支出 △14 △2

保険積立金の積立による支出 △0 －

その他 56 △26

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,020 △2,101
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） △350 660

長期借入金の返済による支出 △629 △1,091

長期借入れによる収入 1,200 1,080

社債の償還による支出 △20 △520

リース債務の返済による支出 － △19

配当金の支払額 △107 △107

少数株主への配当金の支払額 △7 △3

その他 △2 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー 83 △6

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 70 △911

現金及び現金同等物の期首残高 3,037 3,107

現金及び現金同等物の期末残高 3,107 2,196
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該当事項はありません。 

(5)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】
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(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数  22社

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数  22社

(2) 非連結子会社名

 ㈱エストピア、㈱宅配百十番商事

 非連結子会社はいずれも小規模会社であり、合計

の総資産、売上高、当期純損益および利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしておりません。

(2) 非連結子会社名 

  同左

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社数

非連結子会社  １社  ㈱エストピア

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社数

  同左

(2) 持分法を適用した関連会社数 

  関連会社  １社  ＴＳトランスポート㈱

 なお、当該会社は会社新設に伴い、当連結会計年
度より持分法を適用しております。

(2) 持分法を適用した関連会社数 

  関連会社  １社  ＴＳトランスポート㈱

(3) 持分法を適用しない非連結子会社名

非連結子会社  １社  ㈱宅配百十番商事

 適用外の会社は当期純損益および利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としてもその影

響の重要性がありません。

(3) 持分法を適用しない非連結子会社名 

  同左

(4) 持分法の適用の手続について特に記載する必要が

あると認められる事項

 持分法適用子会社㈱エストピアの決算日は12月31

日となっており、当該会社の事業年度に係る財務諸

表を使用しております。

(4) 持分法の適用の手続について特に記載する必要が

あると認められる事項

  同左

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  ㈱エスラインギフの決算日は３月31日でありま

す。また、㈱エスラインギフを除く、連結子会社の

決算日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財

務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  同左

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券…その他有価証券

時価のあるもの

 決算末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定)。

時価のないもの

 移動平均法による原価法。

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券…その他有価証券

時価のあるもの

 同左

 

 

時価のないもの

 同左

②デリバティブ取引により生ずる債権及び債務

時価法

②デリバティブ取引により生ずる債権及び債務

   同左

③たな卸資産…主に、移動平均法による原価法。 ③たな卸資産…主に、移動平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの

方法）。

㈱エスライン　（９０７８）　平成21年３月期決算短信

20



 
  

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産 …建物(建物附属設備を除く)

及び車両運搬具については、

定額法。ただし、平成19年３

月31日以前に取得した車両運

搬具については定率法。

その他の有形固定資産につい

ては定率法。

 なお、耐用年数および残存

価額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準に

よっております。ただし、事

業用定期借地権が設定されて

いる借地上の建物について

は、当該契約期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 また、一部の賃貸固定資産

については、当該契約期間を

耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっておりま

す。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く） 

 …同左

②無形固定資産 …定額法。なお、耐用年数に

ついては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によって

おります。 

 ただし、自社利用ソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。

②無形固定資産（リース資産を除く） 

 …同左

―――――――― ③リース資産  …所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係るリース

資産については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を

零として算定する方法によっ

ております。なお、リース取

引会計基準の改正適用初年度

開始前の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっ

ております。
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前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金  …債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個

別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しており

ます。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金  …同左

②賞与引当金  …従業員の賞与支給に備える

ため、将来の支給見込額のう

ち、当連結会計年度の負担額

を計上しております。

②賞与引当金  …同左

③役員賞与引当金…役員に対して支給する賞与

の支出に備えるため、支給見

込額に基づき、当連結会計年

度に見合う額を計上しており

ます。

③役員賞与引当金…同左

④退職給付引当金…従業員退職金の給付に備え

るため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき、当

連結会計年度末において発生

していると認められる額を計

上しております。

 数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10

年)による按分額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度より

費用処理しております。

④退職給付引当金…同左

⑤役員退職慰労引当金

…役員の退職慰労金の支出に

備えるため、支給見込額を計

上しております。

⑤役員退職慰労引当金

…同左

(4) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転するとみとめられ

るもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

――――――――
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前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

(5) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

…繰延ヘッジ処理によってお

ります。

(4) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

 同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…デリバティブ取引（商品ス

ワップ取引）。

ヘッジ対象…相場変動等による損失の可

能性があり、相場変動等が評

価に反映されていないものお

よびキャッシュ・フローが固

定され変動が回避されるも

の。

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左

③ヘッジ方針 

 連結子会社は取引権限および取引限度額を定

めた社内管理規程に基づき、商品（車両燃料）

の市場相場変動に対するリスク回避を目的とし

てデリバティブ取引を利用しており、投機目的

の取引は行っておりません。

③ヘッジ方針 

 同左

④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ有効性の判定は、原則としてヘッジ開

始時から有効性判定時点までの期間において、

ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロ

ー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキ

ャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者

の変動額等を基礎にして判断する事としており

ます。

④ヘッジ有効性評価の方法

 同左

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。

(5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理

  同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

 連結子会社の資産および負債の評価方法は、全面

時価評価法によっております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  同左

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項

 負ののれんの償却については、５年間で均等償却

しております。

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項

  同左

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金・要求払預金および３か月以内の定期預

金から成っております。

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  同左

㈱エスライン　（９０７８）　平成21年３月期決算短信

23



   （棚卸資産の評価に関する会計基準の適用） 

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第

９号）を当連結会計年度から適用し、評価基準については、主に移動平均法による原価法から主に移

動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。  

  この結果、営業費用が０百万円増加したことにより、当連結会計年度の営業利益、経常利益および

税金等調整前当期純利益がそれぞれ同額減少しております。 

  なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。  

   （リース取引に関する会計処理基準等） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については従来、賃貸借取引に準じた会計処理によってお

りましたが、当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５

年６月17日（企業審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委

員会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。 

 なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20年８月７日内閣府令第50号）が適用となる

ことに伴い、前連結会計年度において、「たな卸資産」として掲記されたものは、当連結会計年度

から「貯蔵品」として表示しております。 

「法人税等還付税額」は、前連結会計年度まで「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示して

おりましたが、金額の重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度における「法人税等還付税額」は３百万円であります。 

「保険積立金の積立てによる支出」は前連結会計年度まで区分掲記しておりましたが、金額が少

額なため当連結会計年度より投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めております。

 なお、当連結会計年度における「保険積立金の積立てによる支出」は０百万円であります。 

機械装置については、耐用年数を法人税法に規定する耐用年数と同一の年数によっております

が、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令」（平成20年４月30日 財務

省令第32号）の改正に伴い耐用年数を変更しております。  

 これに伴う損益およびセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

  【会計方針の変更】

  【表示方法の変更】

   （連結貸借対照表）

   （連結損益計算書）

   （連結キャッシュ・フロー計算書）

  【追加情報】

   （有形固定資産の耐用年数の変更）
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(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日)

当連結会計年度 
(平成21年３月31日)

※１ 受取手形裏書譲渡高                  47百万円 ※１ 受取手形裏書譲渡高                  46百万円

※２ 有形固定資産に対する減価償却累計額

15,377百万円

※２ 有形固定資産に対する減価償却累計額

15,279百万円

※３ 非連結子会社および関連会社に対するものは、次

のとおりであります。

投資有価証券(株式) 117百万円

※３ 非連結子会社および関連会社に対するものは、次

のとおりであります。

投資有価証券(株式) 131百万円

 

※４ 担保資産および担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

建物(帳簿価額) 1,170百万円

土地(帳簿価額) 3,035百万円

計 4,206百万円

担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 1,030百万円

一年内返済予定の長期借入金 781百万円

長期借入金 884百万円

計 2,695百万円

 

※４ 担保資産および担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

建物(帳簿価額) 1,104百万円

土地(帳簿価額) 3,023百万円

計 4,127百万円

担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 1,540百万円

一年内返済予定の長期借入金 1,039百万円

長期借入金 558百万円

計 3,137百万円

 

※５ (追加情報)

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。

 なお、連結子会社の期末日が金融機関の休業日で

あったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含

まれております。

受 取 手 形 23百万円

支 払 手 形 17百万円

設備支払手形 40百万円
 

※５ (追加情報)

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。

 なお、連結子会社の期末日が金融機関の休業日で

あったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含

まれております。

受 取 手 形 19百万円

支 払 手 形 16百万円
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

※１ 引当金繰入額

賞与引当金繰入額 302百万円

役員賞与引当金繰入額 13百万円

役員退職慰労引当金繰入額 4百万円

※１ 引当金繰入額

賞与引当金繰入額 207百万円

役員賞与引当金繰入額 10百万円

役員退職慰労引当金繰入額 4百万円

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目

人件費 1,080百万円

(賞与引当金繰入額) (20百万円)

(役員賞与引当金繰入額) (13百万円)

(退職給付費用) (19百万円)

(役員退職慰労引当金繰入額) (4百万円)

減価償却費 10百万円

施設使用料 86百万円

租税公課 14百万円

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目

人件費 1,094百万円

(賞与引当金繰入額) (14百万円)

(役員賞与引当金繰入額) (10百万円)

(退職給付費用) (21百万円)

(役員退職慰労引当金繰入額) (4百万円)

減価償却費 39百万円

施設使用料 83百万円

租税公課 17百万円

 

※３ 固定資産売却益の内訳

機械装置及び運搬具 28百万円

※３ 固定資産売却益の内訳

機械装置及び運搬具 65百万円

その他 0百万円

売却益計 65百万円

※４ 前期損益修正益の主な内訳

過年度見積計上事故賠償費戻入れ 6百万円

※４ 前期損益修正益の主な内訳

過年度見積計上事故賠償費戻入れ 13百万円
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前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 

※５ 固定資産売除却損の内訳

売却 建物及び構築物 0百万円

     機械装置及び運搬具 9百万円

   売却損計 9百万円

 

除却 建物及び構築物 5百万円

機械装置及び運搬具 1百万円

その他 3百万円

除却損計 10百万円

 

※５ 固定資産売除却損の内訳

売却 機械装置及び運搬具 2百万円

  売却損計 2百万円

 

除却 建物及び構築物 67百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

その他 0百万円

除却損計 67百万円

※６ 減損損失

 当連結会計年度において、当社グループは、以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。

(1)減損損失を認識した主な資産

用途 種類 地域

運送事業施設

建物及び構築物 愛知県他

機械装置及び運搬具 愛知県

その他 

（工具器具備品）
愛知県他

ファイナンス・リース

資産（機械 装 置及 び

運搬具）

愛知県

 

※６ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは、以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。 

(1)減損損失を認識した主な資産

用途 種類 地域

運送事業施設

建物及び構築物 愛知県

ファイナンス・リース

資産（建物） 静岡県他

(2)減損損失の認識に至った経緯

  該当資産については、事業成績が芳しくなく、営

業損益が悪化し短期的な業績の回復が見込まれない

ことにより、減損損失を認識しております。

(2)減損損失の認識に至った経緯

  同左

(3)減損損失の金額

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具 

その他

69百万円 

0百万円 

2百万円

ファイナンス・リース資産 14百万円

計 86百万円
 

(3)減損損失の金額

建物及び構築物 0百万円

ファイナンス・リース資産 409百万円

計 409百万円

 なお、ファイナンス・リース資産の減損額は「リー

ス取引に関する会計基準」（平成19年３月30日改正）

の適用に伴うものであります。

(4)資産のグルーピングの方法

当社グループでは、管理会計上の事業毎または物

件・施設毎に資産のグルーピングを行っております。

 具体的には、物流関連事業は、ネットワークとして

一体となり機能していると判断できる路線網別または

営業所別、不動産関連事業は、賃貸資産別にグルーピ

ングしております。その他事業につきましては、バス

部門を一体として管理しております。

(4)資産のグルーピングの方法

  同左

(5)回収可能価額の算定方法

回収可能価額は、正味売却価額等を使用しており

ます。算定方法は、車両運搬具については売却可能

価額により算定、その他の固定資産については評価

額を零として評価しております。また、ファイナン

ス・リース資産については、正味売却価額を零とし

て評価（残価保証額があるものについては、残価保

証額で評価）し、未経過リース料見合額を損失とし

て計上しております。

(5)回収可能価額の算定方法

  同左
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前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 
該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
 (注) 配当金５円のうち、会社設立60周年の記念配当１円を含んでおります。 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 21,753,993 ― ― 21,753,993

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 335,576 8,689 ― 344,265

単元未満株式の買取りによる増加 8,689株

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 107 ５(注) 平成19年３月31日 平成19年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 107 ５ 平成20年３月31日 平成20年６月30日
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当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 
該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 21,753,993 ― ― 21,753,993

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 344,265 28,639 ― 372,904

取締役会決議による自己株式の取得による増加 22,000株

単元未満株式の買取りによる増加 6,639株

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 
定時株主総会

普通株式 107 ５ 平成20年３月31日 平成20年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 106 5 平成21年３月31日 平成21年６月29日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,398百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △290百万円

現金及び現金同等物 3,107百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,413百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △217百万円

現金及び現金同等物 2,196百万円

 ２             ――――――――  ２ 重要な非資金取引の内容

当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・

リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ

175百万円であります。
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前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分 

 
３  連結会計年度の営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は523百万円で、

その主なものは当社および㈱エスラインギフの総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４  連結会計年度の資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,637百万円で、その主なも

のは当社での余資運用資金（定期預金および有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）および管理部門に

係る資産等であります。 

  

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

物流関連事業 
(百万円)

不動産関連
事業(百万円)

その他事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円)
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

39,364 221 318 39,904 ― 39,904

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 39,364 221 318 39,904 ― 39,904

営業費用 37,926 129 257 38,314 523 38,837

営業利益 1,437 92 60 1,590 (523) 1,066

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び資本的支出

資産 23,431 1,726 41 25,199 5,637 30,837

減価償却費 976 82 16 1,075 5 1,081

減損損失 86 ― ― 86 ― 86

資本的支出 1,329 972 28 2,330 4 2,334

事業区分 事業内容

物流関連事業 貨物自動車運送事業、倉庫業、自動車整備事業、情報処理サービス業 他

不動産関連事業 不動産賃貸事業

その他事業 バス事業

㈱エスライン　（９０７８）　平成21年３月期決算短信

31



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分 

 
３  連結会計年度の営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は610百万円で、

その主なものは当社および㈱エスラインギフの総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４  連結会計年度の資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,128百万円で、その主なも

のは当社での余資運用資金（定期預金および有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）および管理部門に

係る資産等であります。 

５ 会計処理基準等の変更 

   「(7)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」の「会計方針の変更」に記載のとおり、

「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用に伴い、「物流関連事業」の営業費用は０百万円増加しており

ます。 

  

  

 前連結会計年度および当連結会計年度については、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社およ

び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

 前連結会計年度および当連結会計年度については、海外売上高はないため、該当事項はありません。 

  

物流関連事業 
(百万円)

不動産関連
事業(百万円)

その他事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円)
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

38,330 315 300 38,947 ― 38,947

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 38,330 315 300 38,947 ― 38,947

営業費用 37,467 190 258 37,917 610 38,527

営業利益 863 125 41 1,030 (610) 420

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び資本的支出

資産 23,314 1,746 45 25,106 4,128 29,234

減価償却費 1,140 150 25 1,316 36 1,352

減損損失 0 ― ― 0 ― 0

資本的支出 1,864 138 30 2,032 281 2,314

事業区分 事業内容

物流関連事業 貨物自動車運送事業、倉庫業、自動車整備事業、情報処理サービス業 他

不動産関連事業 不動産賃貸事業

その他事業 バス事業

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高
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(注)１株当たり純資産額および１株当たり当期純利益又は当期純損失金額の算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益又は当期純損失金額 

 
  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 677円38銭

１株当たり当期純利益 22円54銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

１株当たり純資産額 630円06銭

１株当たり当期純損失 19円38銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式
が存在しないため記載しておりません。

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 （百万円） 15,129 14,076

普通株式に係る純資産額         （百万円） 14,502 13,471

差額の主な内訳

（少数株主持分）            （百万円） 626 605

普通株式の発行済株式数           （千株） 21,753 21,753

普通株式の自己株式数            （千株） 344 372

１株当たり純資産額の算定に

用いられた普通株式の数               （千株）
21,409 21,381

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

連結損益計算書の当期純利益
又は当期純損失金額（△）     （百万円）

482 △414

普通株主に帰属しない金額       （百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益 

又は当期純損失金額（△）          （百万円） 482 △414

普通株式の期中平均株式数         （千株） 21,413 21,400
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当社グループは、「リース取引」「関連当事者との取引」「税効果会計」「金融商品」「有価証

券」「デリバティブ取引」「退職給付」「ストックオプション等」「企業結合等」「資産除却債務」

に関する事項について、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略し

ております。 

（開示の省略）
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5.【財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 51 19

営業未収入金 22 22

繰延税金資産 22 17

関係会社短期貸付金 230 350

未収入金 0 1

未収消費税等 205 －

その他の流動資産 41 28

流動資産合計 573 439

固定資産   

投資その他の資産   

投資有価証券 1,229 901

関係会社株式 6,656 6,650

関係会社長期貸付金 2,200 2,351

その他 14 14

貸倒引当金 △103 △104

投資その他の資産合計 9,997 9,814

固定資産合計 9,997 9,814

資産合計 10,571 10,253

負債の部   

流動負債   

営業未払金 14 14

未払金 0 1

未払法人税等 1 1

預り金 1 1

その他の流動負債 － 0

流動負債合計 18 19

固定負債   

繰延税金負債 1,680 1,575

役員退職慰労引当金 138 138

固定負債合計 1,819 1,714

負債合計 1,837 1,733
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,938 1,938

資本剰余金   

資本準備金 2,812 2,812

資本剰余金合計 2,812 2,812

利益剰余金   

利益準備金 351 351

その他利益剰余金   

別途積立金 70 70

繰越利益剰余金 3,335 3,346

利益剰余金合計 3,756 3,767

自己株式 △71 △76

株主資本合計 8,437 8,442

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 296 77

評価・換算差額等合計 296 77

純資産合計 8,733 8,520

負債純資産合計 10,571 10,253
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(2)【損益計算書】 
(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業収益 475 417

営業総利益 475 417

販売費及び一般管理費   

人件費 135 132

施設使用料 18 18

租税公課 2 2

広告宣伝費 1 0

旅費及び通信費 1 3

業務委託費 79 79

支払報酬 25 62

その他 12 14

販売費及び一般管理費合計 277 314

営業利益 198 102

営業外収益   

受取利息 27 30

有価証券利息 0 －

受取配当金 22 22

その他 3 5

営業外収益合計 53 59

経常利益 251 162

特別利益   

前期損益修正益 1 －

特別利益合計 1 －

特別損失   

関係会社貸倒引当金繰入額 － 0

関係会社株式評価損 － 31

投資有価証券評価損 10 5

特別損失合計 10 38

税引前当期純利益 241 123

法人税、住民税及び事業税 1 0

法人税等調整額 6 4

法人税等還付税額 △3 －

法人税等合計 3 5

当期純利益 237 117
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(3)株主資本等変動計算書】 
(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,938 1,938

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,938 1,938

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 2,812 2,812

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,812 2,812

資本剰余金合計   

前期末残高 2,812 2,812

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,812 2,812

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 351 351

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 351 351

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 70 70

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 70 70

繰越利益剰余金   

前期末残高 3,205 3,335

当期変動額   

剰余金の配当 △107 △107

当期純利益 237 117

当期変動額合計 130 10

当期末残高 3,335 3,346

利益剰余金合計   

前期末残高 3,626 3,756

当期変動額   

剰余金の配当 △107 △107
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当期純利益 237 117

当期変動額合計 130 10

当期末残高 3,756 3,767

自己株式   

前期末残高 △68 △71

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △4

当期変動額合計 △2 △4

当期末残高 △71 △76

株主資本合計   

前期末残高 8,308 8,437

当期変動額   

剰余金の配当 △107 △107

当期純利益 237 117

自己株式の取得 △2 △4

当期変動額合計 128 5

当期末残高 8,437 8,442

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 518 296

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △222 △218

当期変動額合計 △222 △218

当期末残高 296 77

評価・換算差額等合計   

前期末残高 518 296

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △222 △218

当期変動額合計 △222 △218

当期末残高 296 77

純資産合計   

前期末残高 8,827 8,733

当期変動額   

剰余金の配当 △107 △107

当期純利益 237 117

自己株式の取得 △2 △4

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △222 △218

当期変動額合計 △94 △213

当期末残高 8,733 8,520
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該当事項はありません。 

(4)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】
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開示内容が定まった時点で開示する予定であります。 

  

  

6. その他

役員の異動

(1)役員の異動
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         平成 21年  5月 15日

各   位
    株式会社 エスライン

    (ｺｰﾄﾞ番号 9078 名証２部）

    平成 21 年 3 月期 決算発表 (参考資料)

 連結決算

 1. 業績の推移  (単位:百万円､ ％)

 18年3月期  19年3月期  20年3月期  21年 3月期

実  績 実  績 実  績 実  績
対前期

増減率(％) 過去最高 ～ 売上高
連結子会社 21社 22社 22社 22社           (単位:百万円)

売  上 高 38,003 39,254 39,904 38,947 △ 2.4  売 上 高  20年3月期 39,904

営業利益 867 703 1,066 420 △ 60.6  営業利益   4年3月期 1,468

経常利益 956 894 1,205 554 △ 54.0  経常利益   4年3月期 1,223

当期純利益 △ 1,640 567 482 △ 414 -- 当期純利益   4年3月期 1,801

連単倍率 -- -- -- --

 2. 次期の業績予想       (単位:百万円､ ％)

 22 年 3 月期 

第二四半期
累計

対前期
増減率(％) 通   期

対前期
増減率(％)

売  上 高 19,000 △ 2.5 38,300 △ 1.7

営業利益 145 17.8 600 42.8

経常利益 172 △ 12.6 700 26.3
当期純利益 425 -- 630 --

   * 業績概要

 ( 21年 3月期 )

   ・ 売上高は､ ベンダーから量販店のセンターや店舗への一貫納品物流システムが軌道にのった事による売上の拡大と、

   　 家電や大型家具など、商品の保管・配送・設置までを行う業務の、取扱い件数および取扱額の拡大が図れましたが、

　　  当社グループの主力事業である「小口商業貨物」の輸送物量が減少し、389億47百万円（前年同期比2.4%減）となりました。

   ・ 利益面では､営業拠点の統合や集配コースの見直しによる運行と積載効率の改善、また、デジタルタコグラフを装着する

   　 車両を増やし、省エネ運転によるコスト削減にも努めてまいりましたが、軽油単価の高騰による燃料費の増加が大きく

      営業利益は前年同期比60.6%減、経常利益は前年同期比54.0%減となりました。

 ( 22年 3月期 )

  当社グループは幹線ネットワークを持つ㈱エスラインギフと、面的サービスを展開する２１社の連携により、輸送事業と

  その関連周辺分野を中心とした事業領域で、機動的かつ柔軟に総合力を発揮して、ワンランク上の総合物流企業を

  目指してまいります。

　【特別積合せ事業】

   ・ グループ各社の集配網と路線網を相互に連携しあい、総合力を発揮する輸配送システムを拡大する

   ・ 事業拠点ごとに、新たな物流分野を取り込んだ輸送サービスを開拓して業務領域を拡大する

   ・ 各エリア内での集配ルートや幹線ルートの見直しを行い、運行や積載効率を高めて掛かる輸送コストを削減する

   ・ 輸送品質の向上と各種作業の効率化を高め、既存荷主様には運賃水準の見直し交渉を継続する

　【専門輸送、保管業務】

   ・ グループ各社が得意とする担当分野で培った物流ノウハウをエスライングループ全体で共有し、より質の高い

   　 物流サービスを提供する

   ・ グループ各社の総力を結集して、地域に密着した営業展開を図りながら、更なる事業領域の拡大や新規お客様の

   　 獲得に積極的に取り組む

　【その他】

   ・ 資産の有効活用を図ることを目的とした賃貸事業として、新たな案件に取り組む

   ・ デジタルタコグラフの追加導入やグループ全社でエコドライブを推進するなど省エネ運転に更に取り組む

   ・ 内部統制システムの推進により、業務改善やコスト管理を徹底する

 3. 有形・無形固定資産の設備投資と減価償却費の状況
      (単位:百万円､ ％)

  21 年 3月期   22 年 3月期   ※ 主な設備投資の状況

対前期 対前期     * 平成 21年３月期実績
増減率(％) 増減率(％)          ・静岡・上園土地(ｴｽﾗｲﾝｷﾞﾌ）、車両購入

設備投資 2,314 △ 0.9 415 △ 82.1     * 平成 22年３月期予想

減価償却 1,352 25.1 1,435 6.1          ・美濃加茂、浜松事務所新築

以  上

実  績 予  想




